
地方独立行政法人鳥取県産業技術センター評価委員会制度について 

令 和 元 年 7 月 1 2 日 

鳥取県商工労働部産業振興課 

 

１ 委員会の概要 

（１）設置根拠 

○「地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号。以下「法」という）」第 11 条第１項に基づき、     

鳥取県知事の附属機関として設置 

 ○組織及び委員など評価委員会の必要事項は「鳥取県地方独立行政法人法施行条例（平成18年鳥取県

条例第61号。以下「条例」という）」で規定 

 

（２）組 織 

 （委 員 数） ５名以内 

  ※地方独立行政法人の運営に関し優れた識見を有する者の中から知事が任命 

（委員任期） ２年（再任可） 

 （委 員 長） 委員の互選により選出 

 

２ 評価委員の主な業務 

（１）産業技術センターの業務実績評価に際しての意見 

・年度業務実績（毎年度）、中期目標期間終了時見込業務実績（中期目標期間終了直前年度←2022年度が該当）、

及び中期目標期間業務実績報告書（中期目標期間終了後）に対して設立団体の長が評価する際に意見する。 

※上記業務実績報告書並びにセンターからのヒアリングを踏まえた評価委員による意見をもとに設立団体

の長が各評価を決定 

（２）産業技術センターの中期目標・中期計画（４年間）に関する意見 

・中期目標期間ごと（４年に１度）に設立団体の長により作成（変更）される中期目標に対して意見する（2022

年度（第5期）が該当）。 

・中期目標期間ごとに、中期目標をもとに産業技術センターが作成する中期計画に対して設立団体の長が認可  

する際に意見する（2022年度が該当）。 

 

≪評価委員会の所掌事務≫ 法第11条第2項 

項目 評価委員会の所掌事務 

法人運営の目標及び
計画に対する意見 

設立団体の長による中期目標の作成・変更の際の意見 

中期計画の作成・変更に対して設立団体の長が認可する際の意見 

法人運営実績評価に
際しての意見 

各事業年度における業務の実績評価に際しての意見 

中期目標期間終了直前年度における中期目標期間終了時に見込まれる評価に際しての
意見 

中期目標期間における業務評価に際しての意見 

中期目標期間終了時の全般的見直し検討に係る意見 

その他 
特定地方独立行政法人の役員の報酬等の支給基準に関する意見 

重要財産の処分に係る許可に対する意見 
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≪第4期中期計画期間における評価委員会の動き≫ 

第4期中期計画期間 毎年度 特定年度 

2019年度（令和元年度） 前年度業務実績の評価 

（第1回委員会（7月）：ヒアリング） 

（第2回委員会（8月）：評価案確定） 

（第3回委員会（2月頃）：役員報酬基準
への意見） 

※第3回は他に議案がなければ書面開催も検討 

 

【該当案件がある場合】 

（中期計画の変更案等への意見） 

（重要財産処分に係る許可に対する意見） 

第3期中期目標期間業務実績報告の評

価に係る意見 

（第1回委員会（7月）：ヒアリング） 

（第2回委員会（8月）：評価案確定） 

2020年度（令和２年度） － 

2021年度（令和３年度） － 

2022年度（令和４年度） ・第4期中期目標期間終了時見込業務実

績の評価に係る意見 

・第5期中期目標（県作成）への意見 

・第5期中期計画への意見 

・その他中期計画終了時の全般的見直し

検討への意見 

 



（地独）鳥取県産業技術センター年度評価・第３期中期目標期間の実績評価の進め方 
 

令和元年７月１２日 

産 業 振 興 課 

１ 評価の基本方針 

（１）中期目標の達成に向け、法人の中期計画及び中期計画を構成する各年度計画の進捗状況を確認する。 
（２）評価を通じて、法人の業務運営状況を県民に分かりやすく示す。 
（３）法人の業務運営の改善・向上に資する。 

※評価については、鳥取県情報公開条例（平成12年条例第2号）に基づき公開する。 
 

【評価の進め方】 

区分 時期 法人 評価委員会 県 
年度終了 3月末 年度事業の終了   

評価準備

～提出 
4～6月 業務（期間）実績報告

書、財務諸表等作成 
  

6月末 業務（期間）実績報告
書、財務諸表等提出 

  

評 価 7～8月 ・実績検証対応 
・意見聴取対応 等 

・業務（期間）実績検証（聞き取り） 
・評価案の作成 
・法人への意見聴取（事実確認） 
・評価結果案まとめ→知事へ意見提出 

財務諸表検証 

報 告 
・ 

公 表 

9月 

－ 
 ・評価を議会 

報告／法人
に通知 

・財務諸表承認 
 

【評価フロー】 

法人 評価委員会事務局 評価委員会 

   

 
【活動の区分】 
①：評価委員会で評価実施するもの 
②：事務局からの資料・聞き取りに基づき各委員が個別に評価実施するもの 
③：評価委員会、事務局共同で実施するもの 

業務実績報告書 

財務諸表 

法人自己評価 

法人からの聞き取り 

評価案まとめ 

→知事へ意見提出 

評価委員からの質問 
回答 

各委員による評価 

法人への質問 

① 

②  

③ 

③  

① 

委員評価（案）の 
とりまとめ 

知事が評価決定 

第１回 

（7/12（金）） 

第２回 

（8月中下旬） 

7月末まで
に評価 
(7/26（金）) 

7/18（木）まで 
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評価最終案とりまとめ 

7/23（火）まで 



２ 評価の方法 

業務実績報告書等に基づき、「項目別評価１」と「全体評価２」により実施する。 
1 中期計画の達成に向けた法人の事業進捗状況・成果を年度計画の項目ごとに、5段階で実施する評価 

2 項目別評価及び利用者の意見を踏まえ、法人の中期計画の進行状況全体について、5段階で実施する評価 
 

（１）自己評価 

 法人は、中期計画に記載されている項目ごと（「中期計画の項目別評価における評価単位」）

に業務実績を検証し、その達成状況を次の５段階で評価する。 
Ｓ 中期計画を大幅に上回って業務が進捗しており、かつ特筆すべき業績を挙げている 

Ａ 中期計画を上回って業務が進捗している 

Ｂ 概ね中期計画どおりに業務が進捗している 

Ｃ 中期計画に対して業務の進捗がやや遅れている 

Ｄ 中期計画に対して業務の進捗が大幅に遅れている 

 

（２）評価委員による項目別評価【評価様式 資料４、５】 

①業務実績の検証 
業務実績報告書、各年度の評価結果等を基に、中期計画に記載されている各項目の進捗状況 

及び成果等について、法人の自己評価及び計画設定の妥当性を含め、総合的に検証する。 
 
②業務実績の評価 
区 分 項目別評価 全体評価 

平成30年度

業務実績 
（資料4-1） 

・項目ごとに５段階で評価 

（資料4-2） 

・「総合評価」項目別評価を踏まえ、全体的な

達成状況を５段階で評価 

・意見、コメントを「個別評価」評価単位ごと

に記入 

第 3 期業務

実績 
（資料5-1） 

・項目ごとに５段階で評価 

・「特記事項」欄に意見、コメン

トを、中項目単位（例：「４ 産

官金学連携の推進」）を目安に記入 

（資料5-2） 

・「総合評価」項目別評価を踏まえ、全体的な

達成状況を５段階で評価 

・「総評」達成状況や課題などを記入 

 
 

【評価基準】 

※点数換算は事務局が行う。 

 

 

 

評価基準 評価 点数換算 

中期（年次）計画を大幅に上回って業務が進捗しており、かつ特筆すべき業績を挙げている Ｓ ５ 

中期（年次）計画を上回って業務が進捗している Ａ ４ 

概ね中期（年次）計画どおりに業務が進捗している Ｂ ３ 

中期（年次）計画に対して業務の進捗がやや遅れている Ｃ ２ 

中期（年次）計画に対して業務の進捗が大幅に遅れている Ｄ １ 
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第３期中期目標期間の業務実績の概要 

令和元年7月12日 

産 業 振 興 課 

 

Ⅰ 組織の概要と中期目標の期間及び数値目標の達成状況 

１ 業務体制等 （本文Ｐ２） 

地方独立行政法人鳥取県産業技術センター（以下「センター」という。）では、第３期中期目標期

間の４年間、総務部、企画・連携推進部（平成２７年４月１日から企画総務部を総務部と企画・連携

推進部に分離改組）、電子・有機素材研究所、機械素材研究所、食品開発研究所の２部３研究所体制

で業務を推進してきた。 

 

２ 役職員の状況（平成３１年３月末現在）（本文Ｐ２） 

・役員 理事長１名、理事３名（常勤２名、非常勤１名）、監事１名（非常勤） 

・職員 常勤職員 ４９名（研究職４０、行政９名） 

 

３ 第３期中期目標期間 （本文Ｐ２） 

平成２７年４月１日から平成３１年３月３１日までの４年間 

（第3期中期目標の達成状況）           

区分 
第3期中期目標 （参考）第2期中期目標 

目標値 達成状況 目標値 実績 

技術移転件数 40件 54件（＋35%） 11件 60件（＋445％） 

企業訪問社数 2,500社 3,314社（＋33%） 2,000社 3,065社（＋53％） 

知的財産出願件数 16件 27件（＋69%） 10件 16件（＋60％） 

外部資金化獲得件数 28件 38件（＋36%） 9件 12件（＋30％） 

  

Ⅱ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取るべき

処置 

１ 中小企業等の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援 

（１） 県内企業の技術的課題解決のための技術相談 （本文Ｐ5～Ｐ10） 

・県内企業からの技術相談件数 

年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 合計 前期（前期比） 

件数 9,012 7,539 8,240 7,397 32,188 39,076（△18％） 

 ⇒企業が抱える多くの技術課題の解決を支援し、製品化等に貢献した。 

 

・企業ニーズの把握、企業現場での技術指導等 

４年間で３，３１４社の企業訪問（中期計画の数値目標２，５００社に対し達成率１３３％） 

⇒把握した企業ニーズを反映した研究開発・技術指導に取り組んだほか、新たな利用企業も開拓 

 

・センター利用者への窓口アンケート、研修会・講習会後の受講者アンケート、郵送による企業アン  

ケート（平成２８年、平成３０年）等を実施し、企業ニーズを把握した。 

【委員会評価と自己評価】 

区分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 第３期 

委員会評価 Ａ Ａ Ａ （   ） （   ） 

資料 ３ 
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自己評価 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

（２） 製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための県内企業への機器利用、依頼試験・分析  

（本文Ｐ11～14） 

・機器利用全体の件数及び時間：21,013件（165,780時間）（前期件数：15,586件／前期比＋35％） 

・依頼試験件数：8,365件（前期：5,416件／前期比：＋54％） 

⇒企業の製品評価、品質管理及び新製品開発等を支援 

・企業要望の高い最新の機器等を、外部資金を活用して導入した。 

【委員会評価と自己評価】 

区分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 第３期 

委員会評価 Ａ Ａ Ａ （   ） （   ） 

自己評価 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

 

（３） 県内企業等が挑戦する新事業の創出、新分野進出のための支援（本文Ｐ15～Ｐ20） 

３次元デジタル活用技術や医療機器などの研究会を新たに７つ設け、新事業創出、新分野進出を支援 

１３件の競争的外部資金の獲得に繋がり、内４件の技術移転、６件の特許出願に繋がった。 

【委員会評価と自己評価】 

区分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 第３期 

委員会評価 Ｂ Ａ Ａ （   ） （   ） 

自己評価 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

 

２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 （本文Ｐ21） 

（１） 県内企業の技術移転を常に意識した研究開発 （本文Ｐ21～Ｐ23） 

センター研究成果等の企業への技術移転：４年間５４件⇒数値目標４０件に対し達成率１３５％ 

・センターで取り組む研究は、「鳥取県経済再生成長戦略｣（平成２５年４月策定）で示された戦略的

推進分野等に基づき、本報告書22ページに示す「a.環境・エネルギーに関する分野」から「e.基盤

的産業の強化に関する分野」までの５分野に区分し、結果重視の観点で研究計画を作成、実施した。 

・研究テーマは、日頃の技術相談や企業訪問等で相談のあった企業が抱える技術課題を踏まえ、セン

ター研究員が提案し、外部専門家で構成される実用化研究評価委員会等に諮り、同評価委員会の答

申・意見具申を受けて理事長が決定した。 

 

【委員会評価と自己評価】 

区分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 第３期 

委員会評価 Ｂ Ａ Ａ （   ） （   ） 

自己評価 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

 

（２） 県内企業、大学、研究機関等との連携を常に意識した研究開発 ・・・（本文Ｐ24～Ｐ26） 

企業等との共同研究・受託研究による競争的外部資金の採択件数３８件 

・平成２７、３０年度に中堅・中小企業への橋渡し研究開発促進事業（国立研究開発法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構：NEDO）に２件採択 

⇒（公財）ＪＫＡの自転車等機械工業振興補助事業や経済産業省の地域成長産業創出促進事業費

補助金等を活用して、電界放出型操作電子顕微鏡（FE-SEM）等２０機器を導入 

⇒センター独自財源（目的積立金）により、センターの基本機能維持に必要な機器、特に５００

万円以下の老朽化した機器を更新した。 
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・戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン）に平成２７年度２件、平成２９年度２件、平成３０年

度に１件採択 

 

【委員会評価と自己評価】 

区分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 第３期 

委員会評価 Ｂ Ａ Ａ （   ） （   ） 

自己評価 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

 

（３） 知的財産権の積極的な取得と成果の普及 ・・・（本文Ｐ27～Ｐ28） 

特許出願２７件（中期計画数値目標：出願１６件）と登録１４件 

・実施許諾件数：中期計画期間中に新たに３件許諾し、知的財産権の活用状況は平成３０年度末現在

で合計１９件 

・その他、県内弁理士、鳥取県知的所有権センター等にも相談を行い、特許出願や実施許諾契約に   

おいて協力を得た。 

 

【委員会評価と自己評価】 

区分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 第３期 

委員会評価 Ｂ Ｂ Ｂ （   ） （   ） 

自己評価 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ 

 

３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 （本文Ｐ29～Ｐ33） 

企業が抱えている技術課題の解決に繋がる研修や次世代産業に挑戦するための研修など、多岐に 

わたる産業人材育成に取り組んだ。 

４年間で延べ１，０９２社、１，６５８名の参加があり、そのうち技術移転が５件 

 

【委員会評価と自己評価】 

区分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 第３期 

委員会評価 Ａ Ａ Ａ （   ） （   ） 

自己評価 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

 

４ 産学金官連携の推進（本文Ｐ34～Ｐ36） 

・公益財団法人鳥取県産業振興機構、大学、国立研究開発法人産業技術総合研究所などと協力し、サ

ポインやNEDO をはじめ競争的外部資金を１１件獲得し、その成果として６件の技術移転に繋がった。 

・大学や国立研究開発法人産業技術総合研究所などを各種セミナー講師に招き、講習会開催などを行

うことで、最新技術の普及を図った。 

 

【委員会評価と自己評価】 

区分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 第３期 

委員会評価 Ｂ Ｂ Ｂ （   ） （   ） 

自己評価 Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ 

５ 積極的な情報発信、広報活動 （本文Ｐ37～Ｐ38） 

研究成果を県内企業へ広く情報発信し、その活用を促進するために、期間中毎年度、研究成果発表会

を開催した。さらに、学会での論文発表を１９報、口頭発表を３７件行った。 
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【委員会評価と自己評価】 

区分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 第３期 

委員会評価 Ｂ Ｂ Ｂ （   ） （   ） 

自己評価 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき処置 

１ 機動性の高い業務運営 （本文Ｐ39～Ｐ40） 

・センターの機動性を高めるため、企画総務部門を総務系と技術企画系に分離したほか、企業ニーズ

の高い分野について専任担当参事を配置した。 

・新分野、成長産業や農商工連携・６次産業化対応のため、８名の新規職員を採用した。 

【委員会評価と自己評価】 

区分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 第３期 

委員会評価 Ｂ Ａ Ｂ （   ） （   ） 

自己評価 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

 

２ 職員の能力開発 （本文Ｐ41～Ｐ43） 

・センター独自の職員研修（８回）の開催、外部機関が開催する研修（６２回）への参加、情報収集

を目的とした各種講習会、セミナ―など（２４７回）に参加した。 

・職員の意欲的な研究活動を対外的に成果発表した結果、各種関係団体等から１０名の職員が賞を受

賞した。 

【委員会評価と自己評価】 

区分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 第３期 

委員会評価 Ｂ Ｂ Ｂ （   ） （   ） 

自己評価 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 

 

Ⅳ 財産内容の改善に関する目標を達成するためとるべき処置 （本文Ｐ44） 

・予算の効率的な運用：企業支援サービスを低下させることなく経費削減に努めた結果生じた剰余金

については、試験研究機器の整備や施設修繕費等に計画的に充当した。 

【委員会評価と自己評価】 

区分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 第３期 

委員会評価 Ａ Ａ Ａ （   ） （   ） 

自己評価 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

 ・自己収入の確保：年間来所者数は３施設とも２，５００名前後で、この４年間で約３万３千人が利

用した。機器利用、依頼試験収入は前期に比べて増加し、当初計画を上回った。これは研究会や人

材育成の強化を行った成果でもある。共同研究、受託研究等による外部資金の獲得件数は、３８件

となり数値目標を３６％上回った。 

【委員会評価と自己評価】 

区分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 第３期 

委員会評価 Ａ Ａ Ａ （   ） （   ） 

自己評価 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事項の目標を達成するためとるべき処置 

１ コンプライアンス体制の確立と徹底 

（１） 法令遵守及び社会貢献 （本文Ｐ50） 
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・業務方法書の改定、関係法令及び各種規程の遵守、官公庁への許認可の届出など適切に行った。 

・地域の小中学生に産業技術センターの活動を紹介するほか、科学技術やものづくりについて関心を

高めてもらうために、「子どものための科学教室」を毎年夏休みに３研究所で開催した。 

（２） 情報セキュリティ管理と情報公開の徹底 （本文Ｐ51） 

・利便性向上とセキュリティ強化の観点から、新たに研究・実験系ネットワーク、研究・実験系メー

ルアドレスを整備した。 

・企業現場などで活用できる外部ネットワーク接続端末について運用要綱を整備し、迅速な対応を行

える環境を整備した。 

（３） 労働安全衛生管理の徹底 （本文Ｐ51） 

定期的な職場巡視に加え、ストレスセルフチェックや心とからだの健康相談など実施した。 

【委員会評価と自己評価】 

区分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 第３期 

委員会評価 Ｂ Ｂ Ｂ （   ） （   ） 

自己評価 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

 

２ 環境負荷の低減と環境保全の促進（本文Ｐ53） 

施設照明のＬＥＤ化、廊下照明の人感センサースイッチやタイマー制御等消費電力量の削減に努めた。 

【委員会評価と自己評価】 

区分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 第３期 

委員会評価 Ｂ Ｂ Ｂ （   ） （   ） 

自己評価 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

 

Ⅵ その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 （本文Ｐ54） 

センターの技術支援機能の維持・向上のため、施設設備の整備及び修繕を行い、利用者の安全性確保

を行った。また、老朽化した保有機器については、施設の有効利用のため計画的に更新や処分を行った。 
 

２ 出資、譲渡その他の方法により、県から取得した財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは 

その計画（本文Ｐ54） 

譲渡等の計画及び実績なし 
 

３ 人事に関する計画 （本文Ｐ55） 

・センター研究職出身者が初めて理事として役員となり、現場での経験を基にセンター運営を行った。 

・県との運営上の意思疎通、センターの業務改善・向上を加速するために、理事を兼務する総務部長を

初めて配置した。 

・職員を鳥取県庁商工労働部に派遣（産業振興課課長）して県政に参画させた。 

・環境、エネルギー、素形材分野への支援を強化するために、担当参事を配置した。 

【委員会評価と自己評価】 

区分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 第３期 

委員会評価 Ｂ Ｂ Ｂ （   ） （   ） 

自己評価 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 

 


